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1. 修理事業の概要 

弊社の修理事業は、運営本部の管理及び責任により、屋号あいさぽを用いて直営店および

フランチャイズ契約を締結した別法人または個人事業主（以下、「加盟店」という）でサー

ビスを提供します。これらは、申請書の項１に記載した事務所または事業所です。なお、登

録を受ようとする全ての加盟店のフランチャイズ契約書（別紙 1）および登録修理業者制度

に関する覚書（別紙 2）を資料として添付致します。 

 

あいさぽ®新宿本店では、個人または法人から店頭持込または、宅配送付によって修理依

頼のあった特別特定無線設備について、修理業者登録申請書第 3項に記載した修理箇所の修

理サービス（以下、「修理」という）を提供します。 

なお、新宿本店以外の直営店および加盟店においては、店頭持込の受付のみとします。 

 

弊社が提供する修理は、修理依頼者（以下、「お客様」という）との間で修理契約が締結

された場合に、本修理方法書に記載された修理手順に従って行います。 

本修理方法書および修理手順書に記載の無い修理箇所の修理は行いません。 

また、電波の質に影響を与えるおそれのある基板、アンテナ、及び OS由来の故障について

は未修理で返却とします。ただし、OS由来の故障において、OSの初期化または復元作業で

回復するものは除きます。これらは、修理後の動作確認において確認できた場合を含み、受

付時の状態に戻したうえで未修理返却とします。 

 

修理契約は専用の受付申込書（別紙 3）を用いて、申告内容を含めた修理箇所および動作の

確認、免責・注意事項の説明および確認を行い、実施した修理によりお客様に不利益を与え

る可能性を誤解の無いように説明等を行い、お客様同意の上で締結します。 

 

弊社が提供する修理は、故障、破損、劣化等の箇所で本来の状態、機能を復帰させる事で

あり、仕様変更のような本来の状態、機能からの変更は行わないものです。従いまして、登

録修理業者規則第 3条の「妨害を与えるおそれの少ない修理の方法の基準等」を満たす事に

留意し、修理業者登録申請書第 3項に記載した修理の箇所であることを修理手順書に規定し

ます。 

修理手順書に記載する全ての交換部品は、純正品と同等の機能を有する互換製品であり、

機能については、充分に事前確認を行った同一の部品を同一の作業で使用します。 

 

弊社が修理を実施した特別特定無線設備が、電波法第 38条の 40第 2号及び登録修理業者

規則第 3条第 2号を満たす事を確認する為に、本修理方法書に従って適切に修理を実施した

特別特定無線設備 1台の特性試験を携帯端末修理登録協議会に全部を委託して実施しまし

た。（同規則第 2条第 2項第 5号の委託について、契約書を別紙 4に添付します。） 

その結果、本修理手順書にしたがって実施した修理は、法令で定める技術基準を満たして
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いることを確認しました。（弊社の修理の確認書類を別紙 5に添付します。） 

 

登録により弊社が修理した特別特定無線設備に対する電波法第 38条の 44第 1項の表示は、

登録修理業者規則別表第 8号に従い本修理方法書に記載する方法により、修理を行なった全

ての特別特定無線設備について行ないます。 

 

弊社の修理責任者は、本修理手順書に従って適切且つ確実に修理を実施出来ることを確認

できた者のみに許可します。また、運営本部の責任の元、定期的に修理責任者の技術レベル

の確認及び技術指導を行うことにより、技術力の維持と向上を確保しています。修理実施者

が、本修理手順書に従って適切且つ確実に修理を実施している事の確認の方法として、ネッ

トワークカメラで管理・録画する事によって運営本部の責任の元、新宿本店および直営店お

よび加盟店で確実に修理が行われる事を担保しています。 

 

 登録による修理及び修理の確認の記録は修理を行った全ての特別特定無線設備について、

登録修理業者規則第 7条に従い本修理方法書に記載する方法により、修理を行った全ての特

別特定無線設備について行います。 

 

個人情報の取り扱いについては、弊社の個人情報保護方針およびプライバシーポリシーに

掲げる通り、修理当該端末の動作確認の為の操作および確認以外に不必要な操作または、閲

覧を固く禁止し慎重に取り扱うものとします。 

上記の他、弊社が修理サービスを提供するにあたっては、本修理方法書に明確に記載のな

い事項についても電波法及びその他関係法令を順守し実施します。 

 

2. 修理の方法 

2.1 修理の手順 

 弊社（弊社の事務所及びフランチャイズ契約による事務所。以下同じ）の店舗（あいさぽ

®）の修理の手順は以下のとおりです。 

 お客様から修理依頼された特別特定無線設備の修理の手順は登録する全ての修理店舗に

おいて同様の実施が出来る管理体制を構築しています。 

 

① お客様に「受付申込書」の【免責・注意事項】の説明をして、同意を頂いた上で、お客

様記入欄へお客様自身で記入をして頂きます。 

② お客様の申告された故障内容および破損状況の確認をして、故障内容のチェックボック

スに記入します。 

③ 申告された症状以外に、故障または破損箇所が無いか【動作確認】を行い、確認欄のチ

ェックボックスに記入します。 

申告された箇所以外に故障または破損個所が確認された場合はお客様に伝え、「受付申
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込書」に記載します。 

④ 全ての修理交換箇所について、修理の可否を判断して頂き概算修理金額をお伝えして記

入します。 

⑤ 修理完了予定時刻を記入し、お客様に預かり引換券を渡します。 

⑥ 特別特定無線設備の分解を行います。 

申告された故障箇所以外に故障または破損が確認された場合はお客様に伝え、当該修理

箇所の修理の可否について確認を行います。 

⑦ 特別特定無線設備の部品交換を行ないます。 

これら故障箇所の交換による修理は、修理方法書のとおり実施するものであり、修理方

法書に記載のない故障箇所が確認された場合及び基板に起因する故障の場合には、受付

時の状態に戻して未修理返却とします。 

⑧ 特別特定無線設備の組立を行い、登録修理業者規則別表第 8 号に従い表示を付します。 

交換を必要としない部品については、元の部品を用いて修理手順書のとおり組み立てま

す。 

⑨ 特別特定無線設備の機能検査及び外観検査を実施します。 

⑩ 特別特定無線設備の修理の内容をあいさぽデータベースに記録します。 

（記録の内容を別紙 6に添付します。） 

⑪ 受付時にお渡しした預かり引換券と引き換えに当該特別特定無線設備を用意します。 

⑫ 動作確認をお客様の操作のもと行い、修理箇所含め不備の無い事を確認し、お客様の自

筆で確認完了のサインを「受付申込書」に記入して頂きます。 

⑬ 修理サービス料金の会計完了と引き換えに当該特別特定無線設備を引渡します。 

⑭ 修理完了報告書（別紙 7）をお渡しして修理契約の完了とします。 

⑮ 「受付申込書」をスキャンし、修理内容とともにあいさぽデータベースに電子保存しま

す。これらは 10年間、弊社本部のサーバーに保管します。 

   

修理の手順において⑥～⑧の分解、部品交換、組立は特別特定無線設備の型式毎に個別の修

理手順書に従って実施する為、型式毎に添付します。（別紙 8） 

 

2.2修理の確認の手順 

本修理方法書の手順においては電波の質に影響を与える可能性を排除するため、基板及び

アンテナ等の電波の発射に関わる部分には一切の修理や交換等を行なっていません。 

 

本修理方法書の修理の手順が法第三章で定める技術基準に適合することを確認するため

に、本修理方法書の修理の手順により修理を実施した特別特定無線設備の特性試験について、

全部を委託して実施しました。その結果、本修理手順書に従って実施した当該設備は、法令

で定める技術基準を満たしている事を確認しました。 

別紙 9に委託先である携帯端末登録修理協議会の試験結果報告書を添付します。この結果
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により、本修理方法書の修理の手順による修理が法令で定める技術基準を満たす事を弊社で

確認しました。 

携帯端末登録修理協議会との間で締結した業務委託個別契約書及び試験結果報告書には、

以下の内容が含まれることを確認しました。別紙 4に業務委託個別契約書を添付します。 

 

（1） 証明規則別表第１号１(３)に定める試験の方法と同等の方法によって特性試験が実施

されていることに関する事項 

（2） 法別表第三の下欄に掲げる測定器等であって、法第二十四条の二第四項第二号イからニ

までのいずれかに掲げる較正等を受けた月から起算して一年以内のものを使用して特

性試験が行なわれることの確認に関する事項 

（3） その他の当該試験の適正な実施を確保するために必要な事項 

 

運営本部の管理及び責任のもと、本修理方法書の修理の手順により本登録申請に係る全て

の修理箇所の修理を実施した特別特定無線設備の特性試験については、以下 4項目について

法令で定める技術基準を満たすことを確認することにより電波の質に影響を与えない事を

確認しました。この結果により、本修理方法書の修理の手順による修理が法令で定める技術

基準を満たす適切なものであることを合理的に推定可能と考えます。 

 

(1) 周波数の偏差  

(2) 占有周波数帯幅 

(3) 空中線電力の偏差 

(4) スプリアス発射（スペクトラムエミッションマスク試験による測定） 

 

また、日々行なっている修理が電波の質に影響を与えていないかの確認として、運営本部

の責任において作成した本修理手順書にしたがって修理を実施した特別特定無線設備を 6

ヶ月に一度携帯端末登録修理協議会に全部を委託して特性試験を実施し、その結果が法令で

定める技術基準を満たしていることを確認します。本修理手順書に従い、適切に修理した特

別特定無線設備は、いずれにおいても同一の部品を用いて、同一の作業を行うため、同一の

結果が得られると推定します。従いまして、登録修理業者規則別表第 2号第 5 項のとおり、

その他の特性試験は省略致します。 

 

2.3 修理の確認の記録 

修理を実施した特別特定無線設備の修理の確認の記録は以下のとおりです。 

① 修理の確認を行った特別特定無線設備の製造番号（IMEI番号） 

② 修理の確認を行った年月日 

③ 修理の確認を行った責任者氏名 

④ 修理の確認の内容 
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別紙に添付した弊社の修理の確認書類に記載して、別紙の試験報告書と共に 10年間

電子情報で弊社サーバーに保存します。これらはファイル毎に管理し、直ちに表示

することが可能です。 

 

2.4 修理の記録の保存 

修理を実施した特別特定無線設備の修理の記録は以下のとおりです。本修理手順書に従っ

て、修理した特別特定無線設備を、あいさぽデータベースの顧客管理情報に電子保存します。

修理の記録は修理を実施した日から 10年間保存します。電子保存された記録は、あいさぽ

データベース内の IMEI検索等で直ちに表示することが可能です。 

① 修理を実施した特別特定無線設備の製造番号（IMEI番号） 

② 特別特定無線設備の修理を実施した年月日 

③ 特別特定無線設備の修理の内容（交換部品名等） 

④ 特別特定無線設備の修理の責任者氏名 

 

3. 修理の確認に使用する測定器とその他設備 

修理の確認には、携帯端末登録修理協議会の試験結果報告書の「測定系統図」お

よび「使用機器リスト」に記載された測定器及びその他設備を使用します。 

 

No. 装置名 型名 製造会社 製造番号 較正年月日 

1 基地局シミュレータ MT8820C アンリツ㈱ 6200930907 2016年 12月 

2 WLANテストセット MT8860C アンリツ㈱ 1101001 2017年 2月 

3 電波暗箱 MY1510N マイクロニクス㈱ BXA00146 N/A 

4 アンテナカプラ 4916 AEROFLEX AG37544600 N/A 

 

4. 測定器等の保守及び管理並びに較正等の計画 

修理の確認に使用する測定器の校正は、携帯端末登録修理協議会の試験結果報告書に

記載している「使用機器リスト」のとおり、電波法第二十四条の二第四項第二号の二に

基づく校正を実施し、前回の校正の翌月から起算して 1年以内のものを使用します。 

 

5. 修理体制、管理体制等の管理に関する事項 

5.1 責任および権限 

株式会社白狼は、責任と権限を明確にし、修理方法書に記載された修理の手順および修理

の確認の手順が徹底されることを確実にする。 

また、あいさぽフランチャイズ契約を基に統一的な店舗運営、マニュアルの徹底を管理・監

督する。 

 

5.2 管理責任者 
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株式会社白狼は運営本部長を管理責任者とし、以下の責任と権限を付与する。 

（1） 修理方法書の作成および改定を行い、修理の確認の責任者として管理・監督する。 

（2） 直営店を管理・監督し、修理方法書に従って適切な教育、訓練、技能習得ならびに経

験に基づいて研修を行い、修理責任者として業務遂行能力を有している事を確実にす

る。 

（3） 加盟店を管理・監督し、修理方法書に従って適切な教育、訓練、技能習得ならびに経

験に基づいて研修を行い、修理責任者として業務遂行能力を有している事を確実にす

る。 

（4） 業務全体を通じて、修理方法書について認識を高める事を継続的に行う。 

（5） 修理の手順および修理の確認の手順に必要な作業環境を決定し管理する。 

（6） 直営店スタッフおよび加盟店オーナーの研修を通じて、業務遂行能力が確実となるま

では、修理責任者として端末の修理作業に従事させない。 

 

運営本部長は加盟店オーナーが業務遂行能力を有している事を確実とし、あいさぽフラン

チャイズ契約書を基に以下の責任と権限を付与する。 

（1） 加盟店スタッフを管理・監督し、修理方法書に従って適切な教育、訓練、技能習得な

らびに経験に基づいて研修を行い、業務遂行能力を有している事を確実にする。 

（2） 業務全体を通じて、修理方法書についての認識を高める事を確実に行う。 

（3） 必要な時は、スタッフ研修を運営本部に一任し業務遂行能力を有している事を確実に

する。 

（4） 加盟店店舗内で修理の手順および修理の確認の手順に必要な作業環境を決定し、管理

する。 

（5） スタッフの研修を通じて、業務遂行能力が確実となるまでは、修理責任者として端末

の修理作業に従事させない。 

 

運営本部の責任者である運営本部長は、登録申請者である代表取締役の指揮のもと、修理サ

ービス全ての責任を負います。（修理の管理体制図を別紙 10に添付します。） 

 

5.3 特別特定無線設備の修理の方法 

（1） 修理の手順の決定 

運営本部が、店舗サービスにおける受付から受け渡しまでの修理手順書を作成します。

該当する特定無線設備の実機を用いて分解し構造の研究を行い、修理の手順を確立し決

定します。この際、メイン基板およびアンテナには一切の修理や交換を行わないことを

規定し、電波の質に影響を与える恐れの少ない箇所に限定します。 

（2） 修理の確認の手順の決定 

運営本部が確立した修理の手順に従い、運営本部が修理を行った特定無線設備１台に

ついて特性試験を携帯端末登録協議会に全部を依頼し、省令で定める技術基準に適合す
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る事を確認します。 

 

（3） 修理の手順および修理の確認の手順の規定 

① 運営本部において管理・監督し、修理方法書に従って適切な教育、訓練、技能習得な

らびに経験に基づいて研修を行い、業務遂行能力を有している事を確認し、修理方法

書を含むマニュアルを貸与する。 

② 運営本部または、認定された直営店スタッフにより加盟店オーナーおよび加盟店スタ

ッフを管理・監督し、修理方法書に従って適切な教育、訓練、技能習得ならびに経験

に基づいて研修を行い、業務遂行能力を有している事を認定し修理方法書を含むマニ

ュアルを貸与する。 

③ 加盟店オーナーは加盟店スタッフを管理・監督し、修理方法書に従って適切な教育、

訓練、技能習得ならびに経験に基づいて研修を行い、業務遂行能力を有している事を

確認し、修理方法書を含むマニュアルを貸与する。 

④ 修理の手順において、取得した個人情報および端末情報はあいさぽフランチャイズ契

約書第 16 条および第 23 条に基づき、厳に秘匿し管理する。 

 

5.4 測定器その他の設備の管理 

保守および管理の対象となる測定器は全部を委託した携帯端末登録協議会の資料を提

出します。従いまして、較正または校正の計画は委託先の資料を提出します。 

 

5.5 その他電波法第 38条の 43の義務を履行するために必要な事項 

業務の流れは、以下のとおりです。

 

 

運営本部の責任と権限に基づき、直営店および加盟店を管理・監督し、修理方法書に従っ

て、修理の手順および修理の確認の手順が適正に実施されていることを確認する。 

来店 申告内容 作業前動作確認 作業完了 お渡し
加盟店 修理責任者 修理受付 動作確認 修理作業 動作確認

に対する 申込 － 通信確認 － 分解 － 通信確認 －
訓練・教育 交換

直営店 組立

問題報告
改善報告

管理・監督 認定

問題の是正・予防
再発防止対策

お客様

修理の手順 修理の確認の手順

FC運営本部

修理及び修
理の確認の
記録/記録の
保存
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1)運営本部は修理方法書に従って適切な教育、訓練、技能習得ならびに経験に基づいて研

修を行い、修理責任者として業務遂行能力を有している事を確認し修理作業を許可する。 

2）あいさぽフランチャイズ契約書第 25条に基づき運営本部による立ち入り検査の実施を

行う。 

3)修理の手順において、顧客情報および修理作業内容ならびに修理責任者名をあいさぽデ

ータベースに電子記録します。 

受付表（修理申込書）はデータベースの顧客情報に電子記録し、運営本部へ送達させるこ

とにより管理する。 

4)修理の手順において、作業前動作確認から作業完了までをネットワークカメラで遠隔監

視を行い管理・記録する。 

5）修理方法書に従って適切な教育、訓練、技能習得ならびに経験に基づいて研修を行い、

修理責任者として業務遂行能力を有している事を継続的に確認する。 

 

c)是正・予防処置、再発防止対策 

1)交換部品による、不適合品を事前の機能チェックにより排除する。 

2)再修理事例をデータベースに蓄積し、情報を共有する。 

3)問題が発生した際には、速やかに運営本部に通達し、必要とされる処置を決定し実施す

る。また、講じられた処置の結果を記録する。 

4)運営本部は代表取締役に報告し、発生した問題の再発防止の為に処置を決定し実施する。

また、講じられた処置を記録する。 

 

5.6 修理に関し参考となる事項 

1)携帯端末登録協議会に依頼し特性試験を実施した試験結果が、省令で定める技術基準に

適合している事を確認致しました。 

2)試験結果から修理方法書で定めた修理の手順および修理の確認の手順が適正であるこ

とを確認致しました。 

3)上記、携帯端末登録協議会から提出された試験結果報告書を添付致します。 

4)修理手順および修理の確認の手順においては、運営本部の責任の元、6 ヶ月に一度特性

試験を携帯端末登録協議会に依頼し、本修理方法書が適切な修理であることの確認を継続

的に行います。 
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